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第１章 住生活基本計画の位置づけ 

１－１ 策定の背景 
（１）山口市の背景 

本市は山口県の中央に位置しており、瀬戸内海から島根県境まで南北に広がる市域の面積は県

内市町で最大の 1,023.23 ㎢を擁しています。その気候は地域ごとに大きく異なり、丘陵地である

中部・中部周辺地域は寒暖差の大きな内陸性気候、中国山地に接する北部地域は日本海側の気候

の影響から冬期に積雪の多い気候、臨海部で広範な平野部となる小郡地域や南部地域は温暖な瀬

戸内海側の気候と、多様な自然風土を有しています。その歴史は古く、西国一の守護大名・大内

氏の時代から西の京として受け継がれた歴史・伝統等、多様な文化や幕末維新の策源地となった

人の活力を継承する魅力に満ちた県都です。 

人口は平成 27年国勢調査では 197,422 人で、県内では下関市（268,517 人）に次ぐ規模を擁し

ています。しかし、将来は日本全体の人口減少に合わせる形で、平成 47年には 177,474 人（市の

独自推計）となり、少子高齢化や生産年齢人口の減少も概ね国と同じ傾向で進むと予測されます。 

 

 

（２）計画策定の背景 

平成 18 年に住生活基本法が制定され、これまでの住宅の量の確保を目標とするハード事業中心

の住宅施策から、国民の豊かな住生活の実現に向けた居住性の確保、住生活の質の向上を目標と

する住宅政策へ大きく転換しました。 

本市では、市民の住宅・住環境に関する意向を取り入れ、住宅行政の指針として、平成 20年 8

月に「山口市住宅マスタープラン」を策定し、取組みを進めてきましたが、この度計画期間が満

了することから、本格的な少子高齢化、人口減少社会の到来等の状況を踏まえ、今後の住生活の

安定の確保及び向上のため、今後 10年の課題、それらに対応するための施策の方向性を明らかに

すべく、新たな計画として「山口市住生活基本計画」を策定するものです。 
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１－２ 計画の位置づけ 
本計画は、山口市総合計画等に基づき、市民の住宅・住環境に関する意向を十分に取り入れた、

本市の住宅行政の指針として位置づける計画です。また、国の住生活基本計画に基づく県計画と

の整合を図りつつ、市の特性を踏まえた、より具体的かつ詳細な計画とします。 

本計画に基づき住宅施策を効果的に展開していくため、山口市総合計画、山口市まち・ひと・

しごと創生総合戦略、山口市都市計画マスタープラン、福祉施策、産業施策、環境施策等と十分

に調整した計画とします。 

 

 

■山口市住生活基本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画期間 

本計画は、第二次山口市総合計画の計画期間と連動させ、平成 30 年度（2018 年度）から平成

39 年度（2027 年度）までの 10年間を計画期間とします。 

ただし、社会情勢の変化や山口市総合計画のまちづくり計画中間年度での見直し等を踏まえ、

柔軟な対応が必要な施策もあることから、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住生活基本法 
（平成 18 年 6 ⽉施⾏） 

住生活基本計画 
（全国計画：平成 28 年 3 ⽉策定） 

山口県住生活基本計画 
（平成 29 年 7 ⽉策定） 

◆山口県における施策

の基本方針 
◆地域特性に応じた目

標や施策の設定 

◆公営住宅の供給目
標など 

山口市住生活基本計画 

第二次山口市総合計画 

山口市公営住宅等⻑寿命化計画 

具体的住宅施策の展開 

・山口市都市計画マスタープラン 
・山口市地域防災計画 
・山口市地域福祉計画 等 

山口市まち・ひと・しごと 
創生総合戦略 
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第 2 章 山口市の現状 

２－１ 市の概要 
（１）位置・地勢 

本市は、人口約 19 万人、市域面積は

約 1,023 ㎢、中国地方の中では庄原市

に次いで 2番目の規模を有しています。

山口県の中央部に南北に長く、県を西

部と東部を 2 分する形で位置し、南は

瀬戸内海に面し、東は防府市、周南市、

西は美祢市、宇部市、北は萩市、さら

に島根県に接しています。河川は北部

の山地から椹野川、佐波川が瀬戸内海

に流れ込み、阿武川が名勝長門峡を経

て、萩市から日本海へと流れています。

地勢は北部の山地から盆地、南部の臨

海平野へと続いており、瀬戸内海から

島根県境まで内陸部に広がる豊富な緑

や清澄な水を有する自然と多様な文化

や伝統などの魅力に満ちたまちとなっ

ています。 

 

（２）歴史・成り立ち 

旧石器、縄文、弥生、古墳時代の遺跡が多く見られ、早くから人々が生活を営んでいたことが

うかがえます。平安時代以降中世になると守護大名大内氏は、本市を含む周防・長門を拠点に石

見や筑前など七か国を支配する西国一の勢力を誇っていました。大内氏第 24 代大内弘世は北朝：

延文 5 年・南朝：正平 15 年(1360 年)頃、山口盆地に居館を移し、京都に似た地形から都を模し

たまちづくりを行い、「西の京」と呼ばれるようになりました。中でも大内氏第 31代大内義隆は

京文化を移入することに熱心で、山口は政治、経済、文化の中心地としてにぎわいを誇りました

が、その後、大内氏から毛利氏へ支配が移り、地方都市へと衰退していきました。激動の幕末、

藩主毛利敬親が山口政事堂（現在の県庁）で政務を行い、山口は再び防長の中心となり、幕末明

治維新の策源地として時代を動かしていきました。 

明治 4 年の廃藩置県により山口に県庁が置かれ、周辺町村と合併を重ねてきました。平成 17

年 10 月に山口市、小郡町、秋穂町、阿知須町、徳地町の 1 市 4 町が合併、さらに平成 22年 1月

16 日に阿東町と合併してできた新しい「山口市」は、山、海などの自然や新たな観光資源にも恵

まれ、より一層魅力あるまちになりました。 

 

  

■山口市の位置 
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田

22.1%

畑

3.2%
宅地

9.1%

池沼

0.1%

山林

60.2%

原野

1.9%

その他

3.4%

（３）自然条件・気候等 

本市の民有地のうち、山林が 60.2％、田が

22.1％を占めており、自然が豊富な都市とな

っています。宅地は 9.1％であり、瀬戸内海

沿いから内陸部まで、周辺が山に囲まれた宅

地が広がっています。 

本市の平均気温は、15～16℃程度で推移し

ており、近年では、若干温度上昇がみられる

ものの、比較的温暖な気候で、平均風速は 1.6

～1.9m/s 程度で推移し、静穏で住みやすいま

ちです。 

内陸部は盆地になっており、寒暖差が大き

く、降雨量の多い典型的な内陸性気候といえ

ますが、特に北部に位置する徳地、阿東地域

の山間部では冬季の気温が低く、積雪量も多

くなっています。 

一方、南部地域では盆地部に比べ、冬季の

気温が高く、降水量の少ない瀬戸内型の気候

を呈しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地目別民有地面積の割合 

■気象概況 

＜資料：山口市統計年報（平成 27 年 1月 1日）＞ 
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＜資料：山口県統計年鑑（山口市測候所）＞ 
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197,115 199,297 196,628 197,422 192,749 188,269 183,264 177,655
163,197
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２－２ 人口・世帯数等の状況 
（１）人口の推移 

本市の人口の推移をみると、平成 12年から平成 27 年はほぼ横ばいで推移し、平成 27年国勢調

査では 197,422 人となっています。 

しかし、将来推計では、平成 27 年から減少に転じることが予測されています。 

人口集中地区（ＤＩＤ）人口は平成 27 年で 99,468 人、ＤＩＤ人口密度は 4,346 人/km2と、平

成 12年から徐々に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

■人口、ＤＩＤ人口の推移（平成 32 年(2020 年)～平成 67年(2055 年)は推計値） 

＜資料：国勢調査・平成 32 年(2020 年)以降は市の独自推計＞ 
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平成57年
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（％）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

（２）年齢別の人口推移 

年齢別人口比率の推移をみると、平成 12 年以降の 65歳以上人口（老年人口）が 0～14 歳人口

（年少人口）を上回り、高齢化が進行しています。15～64 歳人口（生産年齢人口）の実人口は微

減しており、人口比率は減少しています。 

65 歳以上人口（老年人口）の比率は、平成 27年国勢調査で 27.3％となっています。山口県平

均の 32.1％を下回っていますが、全国平均の 26.3％を上回っています。 

また、高齢化率の推移をみると、前期高齢者（65～74 歳）と後期高齢者（75 歳以上）の割合で

は、後期高齢者率が伸びてきており、平成 27年に前期高齢者率が 13.5％、後期高齢者率が 13.8％

と拮抗し、その後、後期高齢者率はますます上昇し、後期高齢者率が前期高齢者率を大きく上回

る構造になることが予測されています。 
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■高齢化率の推移（前期高齢者率及び後期高齢者率） 

（平成 32年(2020 年)～平成 67 年(2055 年)は推計値） 

＜資料：国勢調査・平成 32 年(2020 年)以降は市の独自推計＞ 

※前期高齢者：65 歳～74 歳  後期高齢者：75 歳以上 

＜資料：国勢調査・平成 32 年(2020 年)以降は市の独自推計＞ 

■年齢別人口比率の推移（平成 32年(2020 年)～平成 67 年(2055 年)は推計値） 

後期高齢者率 前期高齢者率 
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（３）世帯の状況 

本市の世帯数の推移をみると、平成 12 年から平成 27 年において増加傾向にあり、8,741 世帯

増加し、世帯人員はその間 2.6 人／世帯から 2.3 人／世帯に減少しています。 

家族類型別世帯の推移をみると、同様の期間において、単独世帯の増加がみられる中、3 世代

家族が含まれるその他の親族世帯は減少しています。 

高齢者がいる一般世帯の推移をみると、同様の期間において、高齢者単身世帯は増加傾向にあ

るものの、平成 27年では県が 14.5％に対し、市が 11.5％と 3ポイント下回っています。 

同様の期間において、高齢者夫婦世帯も単身同様に増加傾向であるものの、平成 27 年では県が

13.0％に対し、市が 13.2％と 0.2 ポイント上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■家族類型別世帯の推移 

＜資料：国勢調査＞ 

■世帯数の推移 

＜資料：国勢調査＞ 
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平成 12 年 

2000 年 

平成 17 年 

2005 年 

平成 22 年 

2010 年 

平成 27 年 

2015 年 

総 数 76,084 79,718 81,103 84,767 

6 歳未満親族のいる一般世帯 8,031 8,039 7,496 7,373 

18 歳未満親族のいる一般世帯 20,095 19,353 18,597 18,019 

6 歳未満親族のいる一般世帯構成比 10.6% 10.1% 9.2% 8.7% 

18 歳未満親族のいる一般構成比 26.4% 24.3% 22.9% 21.3% 

 

■高齢者がいる一般世帯 

＜資料：国勢調査＞ 

■子育て世帯の推移 

＜資料：国勢調査＞ 

＜資料：国勢調査＞ 
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（人）
出生数 死亡数 自然増減

407 223 93 648 380 316 219 -19 -50 510 -222 318 -358 132 -55 -184
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（４）人口動態  

本市の自然動態は、平成 12 年以降、出生数は減少傾向、死亡数は増加傾向にあり、平成 16年

以降は死亡数が出生数を上回る自然減となっており、それ以降は自然減の状態が続いています。 

社会動態は、平成 12年以降、転入数と転出数がほぼ同程度で推移していますが、平成 22年以

降は転入数が約 8,000 人で推移しており、社会増減数のボリュームは縮小していますが、転出が

転入を上回る社会減の傾向が現れはじめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自然動態 

＜資料：山口県市町別人口移動統計調査(山口市)＞ 

＜資料：山口県市町別人口移動統計調査(山口市)＞ 

■社会動態 
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（５）合計特殊出生率  

本市の合計特殊出生率は、近年増加傾向にあり、平成 27 年で 1.50 となっています。平成 20

年と比較すると、0.08 増加しています。 

一方、山口県全体では、平成 27 年現在 1.60 となっており、本市は 0.1 ポイント低い状況とな

っています。なお、人口の安定には 2.07 以上を確保することが条件です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）転出入人口 

平成 22 年から平成 27 年の 5 年間における、本市の転出入人口は、全体では転入が転出を上回

り、県内では宇部市・防府市・下関市の順に多く、防府市は転出が転入を上回っています。県外

では、広島県、福岡県、東京都の順で多く、福岡県、東京都は、転出が転入を大きく上回ってい

ます。 

 

  

■合計特殊出生率 

＜資料：住民基本台帳＞ 

■本市の県内・県外転出入状況（平成 22 年 10 月 1 日～平成 27年 9月 30 日） 

＜資料：山口市情報管理課＞ 

※H21 年以前は阿東町含まず 
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（７）人口移動 

平成 27 年国勢調査では、本市の流入人口は 20,692 人、流出人口は 17,832 人と、全体としては

流入超過となっていますが、周南市については流出超過となっています。 

本市の流入人口のうち、防府市で通勤 36.5％通学 26.5％、宇部市で通勤 27.7％通学 17.6％と

なっており、国道や幹線道路の結びつきが強い隣接する都市から流入が大きな割合を占めていま

す。 

また、流出人口においても、同様の理由により防府市へ通勤 38.8％通学 38.0% 、宇部市へ通勤

26.6％通学 28.9％となっており、周辺市部へ流出しています。 

このような状況から、県都としての求心力を引き続き維持していくことが課題でもあります。 

 

（通勤 17,747 人）                         （通学 2,945 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（通勤 15,971 人）                         （通学 1,861 人 ） 

 

＜資料：平成 27 年国勢調査＞ 

■流出人口（流出人口比率約 3.0％以上） 

＜資料：平成 27 年国勢調査＞ 

山口市 

周南市周南市周南市周南市    

246246246246 人人人人((((8888....4444％％％％))))    

萩市萩市萩市萩市    

88885555 人人人人((((2.92.92.92.9％％％％))))    

美祢美祢美祢美祢市市市市    

222211118888 人人人人((((7.47.47.47.4％％％％) 

下関市下関市下関市下関市    

92929292 人人人人((((3.13.13.13.1％％％％))))    

防府市防府市防府市防府市    

780780780780 人人人人((((26.526.526.526.5％％％％))))    

山陽小野田市山陽小野田市山陽小野田市山陽小野田市    

179179179179 人人人人((((6.16.16.16.1％％％％))))    

宇部市宇部市宇部市宇部市    

518518518518 人人人人((((17.617.617.617.6％％％％))))    

周南市周南市周南市周南市    

80808080 人人人人((((4.34.34.34.3％％％％))))    
防府市防府市防府市防府市    

777707070707 人人人人((((38.038.038.038.0％％％％))))    

下関市下関市下関市下関市    

73737373 人人人人(3.(3.(3.(3.9999％％％％))))    

山口市 

山陽小野田市山陽小野田市山陽小野田市山陽小野田市    

66662222 人人人人(3.(3.(3.(3.3333％％％％))))    

宇部市宇部市宇部市宇部市    

555537373737 人人人人((((28282828....9999％％％％))))    

■流入人口（流入人口比率約 3.0％以上） 

山口市 

周南市周南市周南市周南市    

888839393939 人人人人((((4.74.74.74.7％％％％))))    

萩市萩市萩市萩市    

777719191919 人人人人((((4.14.14.14.1％％％％))))    

美祢美祢美祢美祢市市市市    

1,2831,2831,2831,283 人人人人((((7.27.27.27.2％％％％) 

下関市下関市下関市下関市    

745745745745 人人人人((((4.24.24.24.2％％％％))))    

防府市防府市防府市防府市    

6,6,6,6,469469469469 人人人人(3(3(3(36.56.56.56.5％％％％))))    

山陽小野田市山陽小野田市山陽小野田市山陽小野田市    

804804804804 人人人人((((4.54.54.54.5％％％％))))    

宇部市宇部市宇部市宇部市    

4444,,,,919919919919 人人人人(2(2(2(27.77.77.77.7％％％％))))    

周南市周南市周南市周南市    

1,1,1,1,408408408408 人人人人((((8888....8888％％％％))))    
防府市防府市防府市防府市    

6,6,6,6,203203203203 人人人人((((38.38.38.38.8888％％％％))))    

下関市下関市下関市下関市    

555500000000 人人人人(3.(3.(3.(3.1111％％％％))))    

山口市 

山陽小野田市山陽小野田市山陽小野田市山陽小野田市    

518518518518 人人人人((((3.23.23.23.2％％％％))))    

宇部市宇部市宇部市宇部市    

4,4,4,4,247247247247 人人人人(2(2(2(26.66.66.66.6％％％％))))    

美祢美祢美祢美祢市市市市    

939393936666 人人人人((((5.95.95.95.9％％％％))))    

萩萩萩萩市市市市    

524524524524 人人人人((((3.33.33.33.3％％％％))))    

美祢美祢美祢美祢市市市市    

67676767 人人人人((((3.63.63.63.6％％％％) 
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（８）就業人口 

産業別就業者比率の推移をみると、平成 27 年国勢調査で第三次産業就業者比率は 77.3％と増

加しています。一方、第一次産業就業者比率と第二次産業就業者比率は減少しており、平成 27

年において 5.2％、17.5％となっています。 

山口県平均と比較して、第三次産業就業者比率が大きく、第二次産業就業者比率が小さいこと

が本市の特徴といえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料：国勢調査＞ 

※分類不能は除く 
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（％）
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■産業別就業者比率の推移 
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持家 借家 給与住宅 分譲住宅

２－３ 住宅事情 
（１）住宅の所有関係 

本市の住宅所有関係別世帯をみると、

持家世帯の割合が多く、平成 27 年では

60.8％を占めています。民営借家の割合

は、平成 12 年と平成 27年を比較して、

1.6 ポイント増加しており、平成 27年で

は、31.9％を占めています。 

持家比率は近年均衡を保っており、山

口県平均と比較して、民営借家世帯の割

合が高く、県内では借家需要が高い地域

といえます。 

 

（２）新設住宅の状況 

最近 9年間の新設住宅の着工件数をみると、持家の着工棟数はほぼ横ばいで推移していますが、

借家については 469～924 件と年ごとの景気に大きく左右されていると思われるものの、近年、持

家の建設より借家の建設が上回る場合が多くなっています。 

新設住宅の持家と借家の一戸当りの床面積をみると、平成 26年度では、持家住宅は 119.3 ㎡／

戸、借家住宅は 50.3 ㎡／戸となっています。8年前と比較して、持家住宅は縮小、借家住宅は拡

大傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住宅所有関係別世帯 

＜資料：建築統計年報＞ 

＜資料：国勢調査＞※構成比は小数点以下四捨五入値の

ため合計が 100%にならない場合があります。  

■利用関係別着工件数 

■新設住宅の 

一戸当たり床面積 

＜資料：建築統計年報＞ 
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戸数 構成比 戸数 構成比
総　数 81,990 100.0% 588,800 100.0%
一戸建て 51,820 63.2% 406,500 69.0%

長屋建て 1,660 2.0% 17,400 3.0%
共同住宅 28,380 34.6% 163,900 27.8%
その他 130 0.2% 1,100 0.2%

山口市 山口県

8,940 7,630
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（戸） 木造 防火木造 非木造 その他

18.2%
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（３）住宅の建築時期 

住宅の建築時期を構造別にみると、昭和 55 年以前に建てられた住宅のうち、半数以上は木造の

住宅が占めており、これらの住宅においては、耐震化対応していない住宅が多く含まれています。 

昭和 56 年の新耐震基準の施行以降は、非木造住宅（鉄骨造、鉄筋コンクリート造等）が木造住

宅（防火木造含む）を上回り、平成 13年以降も非木造住宅が木造住宅を上回って推移しています。 

建築時期については、昭和 55 年以前の新耐震基準施行以前の住宅が 30.4％あり、県平均の

38.4％を 8ポイント下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）住宅の建て方 

住宅の建て方をみると、一戸建てが全体

の 63.2％を占め、共同住宅は 34.6％を占め

ています。山口県平均と比較して、一戸建

ての割合が低く、共同住宅の割合が高くな

っています。 

 

 

■構造別住宅の建築時期 

＜資料：平成 25 年住宅・土地統計調査＞ ※旧山口市、旧小郡町 

■住宅の建て方 

■建築時期の県・市比較 

＜資料：平成 25 年住宅・土地統計調査＞※山口市は旧山口市、旧小郡町 

※構成比は小数点以下四捨五入値のため合計が 100%にならない場合があります。 

＜資料：平成 25 年住宅・土地統計調査＞ 
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（５）空き家の状況 

空き家数は、平成 5 年から平成 25 年の

20 年間で 3 倍以上に増加しています。山

口県の空き家率と比較しても平成 25 年

現在 0.6 ポイント程度の差で、若干低い

程度です。 

また、平成 28 年度に実施した空き家実

態調査によると空き家数は、4,339 件（賃

貸住宅空き家戸数含まず（棟単位）、建物

の用途区分なし）確認しています。 

 

 

 

 

 

 

 

■山口市空家実態調査集計表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料：山口市空家等対策協議会資料 平成 29 年 6月＞※構成比は

小数点以下四捨五入値のため合計が 100%にならない場合があります。 

■空き家の状況 

＜資料：住宅・土地統計調査＞ 

※旧山口市 
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（６）居住水準  

平成 25 年住宅・土地統計調査による最低居住面積水準未満世帯をみると、持家の水準未満世帯

の状況はほぼ解消され、県平均を下回っています。 

借家の水準未満世帯率は平成 15 年より上昇して、11.5％となっており、ワンルームなどの単身

向け住戸の増加により民営借家の比率が 3 倍となったことが、主な要因と考えられます。 

山口県平均と比較すると、持家、借家ともに、水準未満世帯率は本市の方が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）耐震住宅の状況 

平成 25 年住宅・土地統計調査をもとに山口市耐震改修促進計画（平成 22年 9 月策定、平成 29

年度改訂）による「耐震性を保持する住宅」および「耐震性を保持しない住宅」は以下のように

推計しています。 

「耐震性を保持する住宅」は、住宅総数 81,990 戸のうち 65,810 戸（80.3％）と推計していま

す。 

 

 

  住宅総数 
昭和 55 年以前の 

建築戸数 

昭和 56 年以降の

建築戸数 

昭和55年以前の建築物の内

耐震性のある建築戸数 

木造戸建て 40,510 18,570 21,940 3,730 

共同住宅等 41,480 6,520 34,960 5,180 

住宅数計 81,990 25,090 56,900 8,910 

          

耐震性を保持する戸数 65,810 80.3% 

耐震性を保持しない戸数 16,180 19.7% 

1)共同住宅等とは木造戸建て住宅以外の住宅総数をいう。 

2)耐震性を保持する建物とは、昭和 56 年以降に建築された建物と、それ以前に建築された建物で耐

震性が確保されたもの及び耐震改修を実施した建物数の推計値。 

 

 

＜資料：住宅・土地統計調査＞ 

＜資料：平成 25 年住宅・土地統計調査＞ 

■耐震性を保持する住宅数 

■最低居住水準未満世帯 

平成15年

2003年

平成25年

2013年

平成15年

2003年

平成25年

2013年

平成15年

2003年

平成25年

2013年

平成15年

2003年

平成25年

2013年

平成15年

2003年

平成25年

2013年

持　家 34,850 50,310 34,230 50,210 210 100 0.6% 0.2% 0.8% 0.3%

借　家 31,330 30,930 27,670 27,370 1,320 3,570 4.2% 11.5% 6.1% 12.7%

公営･公団･公社の借家  3,210 2,400 2,990 2,260 210 110 6.5% 4.6% 7.8% 4.9%

民営借家 24,970 26,480 21,950 23,060 920 3,420 3.7% 12.9% 5.7% 14.9%

給与住宅 3,150 2,060 2,750 2,020 200 40 6.3% 1.9% 4.6% 8.1%

水準以上の世帯 水準未満の世帯 水準未満率

山口県最低居住

面積水準未満率

最低居住面積水準
 総数
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平成15年
2003年

平成25年
2013年

平成15年
2003年

平成25年
2013年

平成15年
2003年

平成25年
2013年

平成15年
2003年

平成25年
2013年

総　数 66,600 81,990 100.0% 100.0% 569,600 588,800 100.0% 100.0%

総　数 26,610 43,910 40.0% 53.6% 248,400 315,900 43.6% 53.7%

手摺りがある 20,150 37,700 30.3% 46.0% 195,000 264,600 34.2% 44.9%
またぎやすい高さの
浴槽

11,320 17,990 17.0% 21.9% 111,100 128,800 19.5% 21.9%

廊下などの幅が車椅
子で通行可能

9,030 12,990 13.6% 15.8% 74,200 93,900 13.0% 15.9%

段差のない室内 9,840 17,880 14.8% 21.8% 68,700 117,600 12.1% 20.0%

道路から玄関まで車
椅子で通行可能

6,310 7,540 9.5% 9.2% 55,200 63,200 9.7% 10.7%

高齢者等のための
設備がない

総　数 39,570 37,340 59.4% 45.5% 316,500 265,200 55.6% 45.0%

戸数
山口市

構成比

高齢者等のための
設備がある

戸数 構成比
山口県

（８）バリアフリーの状況  

本市の 53.6％の住宅が高齢者等のための設備を設置（バリアフリー化）しており、特に、「手

摺りがある」や「またぎやすい高さの浴槽」によるバリアフリー化が行われています。 

平成 15 年と比較すると高齢者等のための設備のある住宅の割合は、全体で 13.6 ポイント上昇

しており、県平均より若干上回っていますが、全体の設置率からみると、速やかな整備促進が必

要です。 

 

 

 

  

■高齢者等のための設備の状況 

＜資料：住宅・土地統計調査＞ 
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面積
(ha)

構成比
山口県
構成比

第一種低層住居専用地域 1,182 26.2% 14.1%
第二種低層住居専用地域 4 0.1% 0.5%
第一種中高層住居専用地域 856 19.0% 20.4%
第二種中高層住居専用地域 174 3.9% 5.1%
第一種住居地域 575 12.8% 21.5%
第二種住居地域 301 6.7% 1.8%
準住居地域 88 2.0% 1.1%
近隣商業地域 168 3.7% 3.7%
商業地域 208 4.6% 4.9%
準工業地域 638 14.1% 10.5%
工業地域 315 7.0% 5.8%
工業専用地域 - - 10.6%

（９）都市計画の状況 

本市は、都市計画区域を有し、区域区

分制度を設定しない非線引き区域です。

仁保、小郡真名、徳地、阿東地域は、都

市計画区域外となっており、都市計画指

定においては地域ごとの差異が生じてい

ます。 

用途地域の指定状況をみると、山口県

の割合と比較して、「第一種低層住居専用

地域」と「準工業地域」の割合が高くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■用途地域の指定状況 

＜資料：山口市統計年報（平成 29 年 6月 15 日）＞※構成比は小数

点以下四捨五入値のため合計が 100%にならない場合があります。 

■山口市都市計画総括図 

＜資料：山口市都市計画総括図（調製年月 平成 29 年 6月）＞ 
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街区
公園

近隣
公園

地区
公園

総合
公園

特殊
公園

広域
公園

合計

箇所数 48 1 2 3 4 2 60
面積（ha） 11.46 0.80 9.30 63.32 8.40 124.1 217.4

市民1人当たりの
公園面積（k㎡） 0.59 0.04 0.48 3.28 0.43 6.42 11.24

64.4 62.6 63.4

66.8 66.7 67.7 68.5 69.2

92.4 92.9 93.4 93.7 93.7 93.7 94.1 94.7

50

60

70

80

90

100

平成20年

2008年

平成21年

2009年

平成22年

2010年

平成23年

2011年

平成24年

2012年

平成25年

2013年

平成26年

2014年

平成27年

2015年

（％）

認可区域内普及率

処理区域内水洗化率

（10）公園の整備状況  

本市では、平成 18 年 3 月末現在、54

箇所（136.6ha）の都市公園を整備してい

ましたが、平成 28 年 3 月末現在、60 箇

所（217.4ha）に増加しています。 

平成 19 年から 28 年までに整備された

公園は、広域公園「山口きらら博記念公

園」（80.6ha）と街区公園 5 箇所（1.2ha）

です。 

市民1人当たりの都市公園面積は7.28

㎡（平成 18 年）から 11.24 ㎡（平成 28

年）に増加していますが、県平均の 14.3

㎡（平成 27 年 3 月）を下回っています。

なお、全国平均は、10.2 ㎡（平成 27年 3

月）となっています。 

 

 

 

（11）下水道の整備状況 

下水道の整備状況をみると、認可区域内普及率、処理区域内水洗化率ともに増加しており、平

成 27年では、認可区域内普及率が 69.2％、処理区域内水洗化率は 94.7％となっています。 

 

 

 

 

  

■都市公園面積の推移 

＜資料：山口市統計年報＞ 

街区
公園

近隣
公園

地区
公園

総合
公園

特殊
公園

広域
公園

合計

箇所数 43 1 2 3 4 1 54

面積（ha） 10.26 0.84 9.3 63.3 9.4 43.5 136.6

市民１人当たりの公
園面積（㎡）

0.55 0.04 0.5 3.38 0.5 2.32 7.28

都市公園整備状況（平成 18 年 3 月末現在） 

都市公園整備状況（平成 28 年 3 月末現在） 

■普及率、水洗化率の推移 

＜資料：山口市統計年報＞ 
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（12）交通網等の整備状況 

本市の道路網は、南北に通る国道 9 号と、

東西に通る国道 2 号を中心に、国道 190 号

や国道 262 号によって、宇部市や防府市な

どの周辺都市とのネットワークを形成して

います。さらに、市内には、中国自動車道

と山陽自動車道のインターチェンジが多く、

広域的ネットワークが充実した地域です。

また、都市計画道路の整備率は極めて高い

ものとなっています。 

都市間の公共交通である鉄道網在来線は、

市を南北方向に連絡する山口線、宇部線、

東西に連絡する山陽本線が走っており、そ

のうち新山口駅は 3つの在来線のターミナ

ル駅にもなっており、広域交通ネットワー

クの拠点性を有しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■山口市の広域交通網 

■山口市内の交通網 

■都市計画道路の整備状況 （m） 

＜資料：山口市統計年報（平成 28 年 3月末）＞ 

総　数
幅員8m

未満
8～12m 12～16m

計画決定延長 174,237 14,570 4,370 27,415
改良済延長 126,678 14,508 3,190 16,286
概成済延長 26,220 - - 5,520
進捗率 87.75% 99.57% 73.00% 7954%

16～22m 22～30m 30～40m 40m以上
計画決定延長 86,722 31,330 9,060 770
改良済延長 56,084 28,330 7,510 770
概成済延長 17,970 2,730 - -
進捗率 85.39% 99.14% 82.89% 100.00%

山口市域 
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地域
平成27年(2011年)度/

平成23年(2011年)度

乗車人員 人員／日 乗車人員 人員／日 増減指数

南部 四辻 122,943 336 131,728 360 107.1

小郡 新山口 2,714,355 7,416 2,812,992 7,686 103.6

南部 嘉川 83,434 228 75,893 207 91.0

南部 本由良 90,962 249 91,479 250 100.6

計 3,011,694 8,229 3,112,092 8,503 103.3

南部 上嘉川 23,183 63 16,944 46 73.1

南部 深溝 20,780 57 20,811 57 100.1

南部 周防佐山 25,818 71 24,283 66 94.1

南部 岩倉 16,041 44 13,639 37 85.0

南部 阿知須 113,212 309 122,436 335 108.1

計 199,034 544 198,113 541 99.5

小郡 周防下郷 80,909 221 87,232 238 107.8

小郡 上郷 227,365 621 244,302 667 107.4

小郡 仁保津 121,034 331 140,359 383 116.0

中部周辺 大歳 68,001 186 70,309 192 103.4

中部周辺 矢原 201,638 551 213,915 584 106.1

中部 湯田温泉 427,007 1,167 454,262 1,241 106.4

中部 山口 593,895 1,623 620,840 1,696 104.5

中部 上山口 42,580 116 39,682 108 93.2

中部周辺 宮野 124,179 339 128,671 352 103.6

北部中山間 仁保 16,516 45 12,365 34 74.9

北部中山間 篠目 2,855 8 3,128 9 109.6

北部中山間 長門峡 6,196 17 4,652 13 75.1

北部中山間 渡川 1,376 4 2,024 6 147.1

北部中山間 三谷 17,303 47 12,160 33 70.3

北部中山間 名草 5,782 16 5,566 15 96.3

北部中山間 地福 13,705 37 10,906 30 79.6

北部中山間 鍋倉 2,009 5 2,942 8 146.4

北部中山間 徳佐 40,535 111 29,439 80 72.6

北部中山間 船平山 2,730 7 2,082 6 76.3

計 1,995,615 5,452 2,084,836 5,695 104.5

乗降客減

山口線

JR線 駅名
平成23年(2011年)度 平成27年(2015年)度

山陽本線

宇部線

■山口市の鉄道事情 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜資料：山口市の統計（平成 28 年度）山口市総務部情報管理課 JR 駅別旅客実績＞ 
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白石１－１１－９(中部）

泉町１－１７(中部周辺）

旭通り１－９－２８(中部）

吉敷中東１－６－１９(中部

周辺）

黒川字西浴１０８３番４３(中

部周辺）

古熊１－３－１０(中部周辺）

153,000
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専門店の建ち並ぶアーケード

街の商業地（米屋町３－１９）

中規模住宅、アパート等が混

在する住宅地（大字平井字浅

の久保５６８番１外）

住宅、マンション、店舗の混在

する住宅地（小郡下郷字薮先

三２２１９番１３）

農家住宅、一般住宅等が混在

する住宅地（秋穂東字築留３１

６７番１）

中規模一般住宅が建ち並ぶ

既成住宅地域（阿知須字縄田

新地８９８２番）

中規模一般住宅が建ち並ぶ

新興住宅地域（大内御堀字七

反田１８７１番２６）

一般住宅等が見られる閑静な

住宅地域（秋穂東字下大坪

6307番5）

（13）地価の状況  

本市の地価を最近 10 年間の推移でみると、市街地中心部の商業地や小郡の住宅と店舗が混在する

地域での下降幅は 30％～40％、中心部及びその周辺の住宅地等でもほぼ同様の下降傾向が続いてい

ます。 

商業地の地価の低下は中心部の活力低下を意味しており、幹線沿道の大型店に頼ったライススタイ

ルの影響も考えられ、中心部の活性化は重要な課題です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地価の推移（上段グラフ：市全体、下段グラフ：住宅地－中部（中心部）と中部周辺（中心部周辺） 

＜資料：地価調査＞ 

＜資料：地価公示＞ 

※「大字平井字浅の久保 568 番 1 外」は平成 25 年まで（グラフ表示は 24 年まで）、「秋穂東字築留 3167

番 1」は平成 22 年までの調査地点となっているため、それ以降の地価は非表示。 
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（14）住宅地開発の状況 

本市の住居系宅地開発状況について、平成 19 年度から平成 28 年度の 10 年間についてみると、

開発の位置は、中部周辺地域に約 7割が集中する偏った状況となっており、中部周辺地域の中で

も大内、平川、吉敷地区に集中しています。 

これは、比較的都市インフラが充実する都市計画区域内で、開発余地や生活利便施設の集積の

影響が考えられます。 

なお、開発許可は都市計画区域内における敷地規模 1,000 ㎡以上が対象となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1,000 ㎡以上の開発のない地区は０表示。北部は都市計画区域外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜資料：山口市＞ 

■開発動向（平成 19 年度～平成 28年度） 

地区別 地域別計 地区別 地域別計
大殿 26,604 3.0%
白石 28,688 3.2%
湯田 57,422 6.4%
小鯖 11,777 1.3%
大内 235,837 26.2%
宮野 29,646 3.3%
吉敷 106,668 11.9%
平川 152,123 16.9%
大歳 86,347 9.6%

小郡地域 小郡 83,432 83,432 9.3% 9.3%
陶 3,963 0.4%

鋳銭司 1,482 0.2%
名田島 0 0.0%

秋穂二島 0 0.0%
嘉川 29,377 3.3%
佐山 0 0.0%
秋穂 6,094 0.7%

阿知須 40,644 4.5%
市全域 900,105 900,105 100.0% 100.0%

南部地域 81,560 9.1%

開発面積(㎡) 開発面積比

中部地域

地域 地区

112,714 12.5%

中部周辺地域 622,399 69.1%
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中部
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また、平成 19 年度から平成 28年度における 1,000 ㎡未満（北部地域は 10,000 ㎡未満）の小規

模宅地開発や個別の宅地供給については、農地転用の許可状況から以下のように把握できます。 

地域別に見ると開発許可と同様に中部周辺地域が半数以上を占めていますが、南部地域が比較

的活発であることも把握できます。 

中部地域や小郡地域は、農地が少ないことも影響し、比較的農地転用が少ない状況です。 

北部地域の農地転用は 22,040 ㎡（市全体の 4.5％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜資料：山口市＞※表中構成比は小数点以下四捨五入値のため合計が 100%にならない場合があります。 

■農地転用状況（平成 19年度～平成 28年度） 

地区別 地区別計 地区別 地区別計
大殿 10,556 2.2%
白石 7,663 31,448 1.6% 6.4%
湯田 13,229 2.7%
小鯖 11,955 2.4%
大内 68,245 14.0%
宮野 30,656 6.3%
吉敷 31,325 6.4%
平川 74,277 15.2%
大歳 38,780 7.9%

小郡地域 小郡 49,481 49,481 10.1% 10.1%
陶 4,468 0.9%
鋳銭司 9,249 1.9%
名田島 2,812 0.6%
秋穂二島 3,413 0.7%
嘉川 28,302 5.8%
佐山 14,098 2.9%
秋穂 18,893 3.9%
阿知須 49,245 10.1%
仁保 5,113 1.0%
徳地 11,712 22,040 2.4% 4.5%
阿東 5,215 1.1%

市全域 488,687 488,687 100.0% 100.0%

北部地域

農地転用面積(㎡）
地域 地区

農地転用面積比

南部地域

中部周辺地域

中部地域

130,481 26.7%

255,237 52.2%
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（15）中心市街地の状況（中心市街地活性化基本計画参照） 

①中心市街地の生活関連機能の集積状況 

中心市街地の区域は、JR山口線の北、県道宮野上山口停車場線、県道宮野大歳線、県道山口防

府線等で囲まれた区域です。 

区域の南側に立地している JR山口駅は交通の結節地として路線バス、コミュニティバス等が発

着し、まちなかのゲート機能として多くの通勤・通学者や買い物客等が利用しています。 

また、金融機関をはじめとして、裁判所や検察庁などの官公庁や高等学校、病院、さらには商

店街や市内唯一の百貨店など様々な都市機能が集積しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料：第 2期山口市中心市街地活性化基本計画（平成 29 年 3月）＞ 

山口市役所 

中心市街地の区域界 

アーケード 

県
道
山
口
防
府
線

 

県道宮野大歳線 

JR 山口駅 

市道上後河原東山二丁目線 

県道宮野上山口停車場

■中心市街地区域 
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(人)

人口 世帯数

(世帯)

②人口・世帯数の推移  

a.人口 

中心市街地の人口は､活発な民間高層マンションの供給などにより、平成 15年から平成 25年に

かけて約 10％増加しています。 

■人口推移   
    

(単位：人、％） 

区分 平成 15 年 平成 17 年 平成 19 年 平成 21 年 平成 23 年 平成 25 年 

中心市街地（人） 3,954 4,081 4,151 4,311 4,400 4,351 

山口市（人） 194,481 195,302 195,236 195,092 194,446 194,640 

構成比（％） 2.0 2.1 2.1 2.2 2.3 2.2 

 

b.世帯数 

世帯数は、核家族化の影響から増加傾向にあります。中心市街地では、平成 15 年から平成 25

年にかけて 250 世帯（13.7％）増加していますが、市全域、市街地ともに一世帯当たりの人員は

年々減少しています。 

■世帯数の推移 
    

(単位：世帯・人） 

区分 平成 15 年 平成 17 年 平成 19 年 平成 21 年 平成 23 年 平成 25 年 

中心市街地 1,819 1,897 1,962 2,023 2,074 2,069 

(一世帯当たり人員） (2.17) (2.15) (2.12) (2.13) (2.12) (2.10) 

山口市 77,017 78,943 80,852 82,517 83,685 85,249 

(一世帯当たり人員） (2.53) (2.47) (2.41) (2.36) (2.32) (2.28) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料：山口市の中心市街地（資料編）平成 26 年 3月＞ 

＜資料：山口市の中心市街地（資料編）平成 26 年 3月＞ 
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466 425 414 374 337
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③商業の状況 

a.小売業商店数 

商店数は、市全域、中心市街地ともに減少傾向が続いています。 

中心市街地では、平成 9年から平成 24年にかけて、129 店（27.7％）が減少しており、その構

成比も 2.6 ポイント減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料：商業統計調査＞ 

※中心市街地の数値は商業統計調査の集計単位により白石地区の数値 

 

b.中心商店街の空き店舗数 

中心市街地における店舗数は、平成 18年から平成 25年 6月にかけて 319 店から 331 店に増え

る中、利用可能な空き店舗数も、24 店舗から 45 店舗に増加しています。利用可能な空き家店舗

数については、近年改善傾向にあるものの引き続き空き店舗解消に向けた取組みが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中心市街地の商店数の推移 

＜資料：山口市の中心市街地（資料編）平成 26 年 3月＞ 

■中心市街地の店舗数と空き店舗数の推移 
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（16）災害の状況 

本市の自然災害は、台風による水害、風害が多くなっており、河川の洪水や海岸地域における

高潮などによる被害の危険性が高い地域となっています。 

河川の被害が平成 21 年は 215 件と最も多く、道路の被害も同じく 29 件と、全体で 244 件で災

害が多い年となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地震対策） 

過去に地震による被害は少ないものの、市域にある 4 つの活断層（大原湖断層、小郡断層、徳

佐－地福断層、佐波川断層）での同時に地震が発生した場合、ゆれやすさマップから震度 6 強が

想定されるゾーンの耐震化を特に配慮する必要があります。 

 

■活断層の位置と各地への影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■土木災害の状況 

＜資料：山口市統計年報＞ 

＜資料：山口市ゆれやすさマップ＞ 
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＜資料：山口市ゆれやすさマップ＞ 

 



 30

（土砂・水害対策） 

本市は、平成 21年に大規模な水害を経験しています。近年の傾向として、地球温暖化に伴う集

中豪雨が懸念されており、局所的な水害や土砂崩れの原因となっています。 

本市でもハザードマップによって、住生活を守る目安が作成されています。南部臨海部では台

風による高潮や地震時の津波によって水位が高くなる地域があります。また、事例に示すように

本市の中心部においても河川の氾濫による水深が 0.5m～1m の箇所が多くみられ、一般的な住宅で

は 0.5m 未満の床高さであるため、床上浸水となります。 

また、市街地周辺の丘陵部では土砂災害警戒区域が見られるため、丘陵地での宅地化に対する

対策を要しています。 

 

■ハザードマップ（中心部及び中心部周辺の事例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


